
科　　目 科　　目

[資産の部] [負債の部]

流動資産 2,928,881,246 流動負債 1,728,878,384

現金および預金 1,416,002,313 買掛金 1,439,456,512

売掛金 1,370,262,103 短期借入金 20,000,000

立替金 17,690,657 未払金 9,748,672

未収金 20,537,043 未払法人税等 24,556,500

その他の流動資産 28,074,423 未払消費税等 38,687,600

繰延税金資産 76,314,707 未払費用 69,943,721

賞与引当金 97,192,000

固定資産 1,402,316,175 役員賞与引当金 2,030,000

 有形固定資産 1,004,225,197 預り金 27,263,379

建物 263,873,718

構築物 80,361,648 固定負債 256,532,234

車両および運搬具 4,632,047 長期預り金 19,416,319

工具器具および備品 111,470,077 退職給付引当金 237,115,915

土地 543,887,707 負 債 合 計 1,985,410,618

 無形固定資産 79,621,125 [純資産の部]

電話加入権 4,811,537 株主資本 2,337,934,128

ソフトウェア 73,860,852  資本金 100,000,000

施設利用権 948,736  利益剰余金 2,237,934,128

 投資その他の資産 318,469,853 利益準備金 25,000,000

投資有価証券 18,864,352 別途積立金 1,060,000,000

関係会社株式 132,123,914 繰越利益剰余金 1,152,934,128

預け金 69,675,465

繰延税金資産 106,236,122 評価・換算差額等 7,852,675

貸倒引当金 △8,430,000  その他有価証券評価差額金 7,852,675

純資産合計 2,345,786,803

資 産 合 計 4,331,197,421 負債および純資産の合計 4,331,197,421

貸　借　対　照　表
（２０１８年３月３１日現在）

( 単位 : 円 )

金　　額 金　　額



(重要な会計方針に係る事項)

１．棚卸資産の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。

２．有価証券の評価は、次の方法によっております。

投資有価証券

　ａ．時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法

　により算定しております。）

　ｂ．時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

関係会社株式 移動平均法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却は、次の方法によっております。

有形固定資産(リース資産及び賃貸不動産を除く) 　定額法

有形固定資産(賃貸不動産) 　契約期間による定額法

無形固定資産(リース資産を除く) 　定額法

　ただし、ソフトウェアについては、社内における

　利用可能期間（５年）による定額法

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

４．引当金の計上基準は、次のとおりであります。

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計

上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上し

ております。

　　役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当期負担相当額を計

上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注　記　表



（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

( 単位 : 株 )

当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要

発行済株式

普通株式 ― ― 129,700

合計 ― ― 129,700

自己株式

普通株式 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

２．配当に関する事項

配当金支払額

( 単位 : 円 )

決　議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2017年5月26日

定時株主総会

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるものはございません。

2017年5月29日2017年3月31日

― 

株式の種類

普通株式 142,670,000 1,100 

― 

前期末株式数

129,700

129,700



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

　　達しております。

　　　営業債権である受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、各部門が主要な取引先の状況を

　　定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理することによりリスク低減を図ってお

　　ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

　　行っています。

　　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありますが、これらの借入

　　金について金利変動のリスクは軽微であります。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

　　　デリバティブは、外貨預金に係る為替の変動リスクを回避するために為替予約を利用し、投機的な

　　取引は行いません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　　２０１８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

　　であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含んでおりませ

　　ん。((注２)参照)

　　

( 単位 : 千円 )

貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(１)現金及び預金 1,416,002 1,416,002 －

(２)受取手形及び売掛金 1,370,262 1,370,262 －

(３)投資有価証券

　　　その他有価証券 18,799 18,799 －

(４)支払手形及び買掛金 (1,439,456) (1,439,456) －

(５)短期借入金 (20,000) (20,000) －

　　　(*) 負債に計上されているものについては、（）で示しております。

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

　　　よっております。

　(３)投資有価証券

　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　(４)支払手形及び買掛金、並びに(５)短期借入金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

　　　よっております。

(注２)　非上場株式(貸借対照表計上額 132,188千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

　　　　フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため

　　　　「(３)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。



（賃貸不動産に関する注記）

１．賃貸不動産の状況に関する事項

　　　当社では、尼崎市及びその他の地域において、賃貸用の車庫用地等(建物を含む。)を所有して

　　おります。これら賃貸不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりでありま

　　す。

( 単位 : 千円 )

前期末残高 当期増減額 当期末残高 当期末の時価

718,314 △19,661 698,652 1,329,218

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

　　　あります。

（注２）当期増減額のうち、減少額は次のとおりであります。

　 　　　　減価償却　△ 20,204千円

（注３）当期増減額のうち、増加額は次のとおりであります。

　 　　　　減速帯設置　 543千円

（注４）当期末の時価は、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場

  　　　価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額

  　　　や指標を用いて調整した金額によっております。

貸借対照表計上額


